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１. はじめに
日本の幼児教育ではよく ｢保育｣ という語が使わ
れる｡ 現行の法令でも, 学校教育法第22条には ｢幼
稚園は, 幼児を保育し, 幼児の健やかな成長のため
に適当な環境を与えて, その心身の発達を助長する
ことを目的とする｣, 児童福祉法第39条には ｢保育
所は, 保育を必要とする乳児・幼児を日々保護者の
下から通わせて保育を行うことを目的とする施設と
する｣ とその設置目的が書かれている｡ この ｢保育｣
という語は幼稚園や保育所で保育の本質や保育内容
を意味する語として用いられてきたが, 歴史的変遷
の中でその捉え方が論議されてきた歴史がある｡ 本
稿では, 明治以降の幼稚園・保育所の制度形成を史
的に概観し, その ｢保育｣ ｢保育内容｣ の捉え方の
変化を分析しながら, 現在の幼稚園・保育所・幼保
連携型認定こども園において保育をどのように捉え
ればよいかという ｢保育｣ の概念を検討することを
本研究の目的とする｡
２. 戦前の保育現場における ｢保育｣ の使われ方
１) 戦前の幼稚園における ｢保育｣
｢保育｣ という語が保育現場で使われるようになっ
たのはかなり昔にさかのぼる｡ 明治９ (1876) 年
に本邦初の幼稚園と言われる東京女子師範学校附属
幼稚園 (現.お茶の水女子大学附属幼稚園, 以下女
高師) が設立されるが, その翌年の明治10 (1877)
年には附属幼稚園を運営するための規則 ｢東京女子
師範学校附属幼稚園規則｣ が作成され, ｢園中にあ
りては保姆小児保育の責に任す｣ (第７条) ｢小児保
育の時間は毎日四時間とす｣ (第10条) というよう
に, 幼稚園においては保母が子どもを保育する責任
があるとされ, ｢保育｣ という語が使われ始めた１)｡
その後, 日本の幼稚園の法規となる ｢幼稚園保育及
設備規定｣ が明治32 (1899) 年に文部省令として
公布され, ｢幼稚園は満三歳より小学校に就学する
まての幼児を保育する所とす｣ と示された｡ また翌
年の明治33 (1900) 年に小学校令施行規則が規定
され, 第196条で ｢幼児を保育するにはこの心身を
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健全に発達せしめ善良なる習慣を得しめもって家庭
教育を補わんことを要す｣, 第197条で ｢幼児保育の
項目は遊戯, 唱歌, 談話及び手技とす｣ と示され,
大正15 (1926) 年の ｢幼稚園令｣ の第13条 ｢幼稚
園の設置廃止, 保育項目及びこの程度, 編成並設備
に関する規定は文部大臣これを定む｣, 同年 ｢幼稚
園令施行規則｣ の第23条 ｢園則中に規定すべき事項｣
として ｢保育課程｣ ｢保育期の区分, 保育日数｣ ｢保
育料｣ が挙げられるなど, ｢保育｣ という語が幼稚
園の法規で使われていく｡ これらの ｢保育｣ の意味
を君島２)は, 幼稚園教育が小学校教育と一線を画す
る特徴をもったものとし, 幼稚園の教育が ｢家庭養
育の補完｣ と ｢就学前教育｣ を表わすものとして
｢保育｣ という語を使用したとしている｡
このように ｢保育｣ という語は幼稚園教育特有の
意味を表わすものとされたが, この語の意味につい
ては, 東京女子師範学校の保母養成をしていた中村
五六, 東元吉, 和田実ら女高師教授らの解説が一般
的である｡ 中村五六は 『保育法』 の中で, 保育を
｢幼児を保護養育するの意にして幼児教育の義に外
ならず｣３)とし, 東元吉は保育を ｢幼児を保護養育
する意にして, (中略) 保育においてはいわゆる教
育におけるがごとく外部より教授しまたは外部的規
範によりて訓練するところの加動的作用を意味せず,
幼児の精神発達を保護して自然の発達を遂げしむる
受動的作用を意味する｣４), 和田実は ｢幼児教育者
の手によって, 教育的に保護養育を受け, 教育的に
感化誘導さるるところがなければならぬ｣５)とし,
保育は ｢保護養育｣ という意味が定着していく｡ こ
の ｢保育｣ という語は戦後の学校教育法の条文に表
わされ, 戦後の幼稚園教育に引き継がれていく｡
２) 戦前の保育所における ｢保育｣
日本の最初の保育所は, 明治23 (1890) 年に赤
澤鐘美・ナカ夫妻による新潟静修学校に付設した託
児所や, 同年に鳥取県の篤志家・筧雄平が農繁期に
子どもを預かる場所として開設した託児所などが始
めとされている｡ 他方, 明治20年以降の産業革命の
発展により, 明治27 (1894) 年の東京紡績株式会
社付設託児所や明治29 (1896) 年の三井炭鉱託児
所などの工場内託児所が各地に開設され, 明治33
(1900) 年の野口幽香の二葉幼稚園 (のち二葉保育
園に名称変更) などの慈善的な保育施設の開設や,
明治37 (1904) 年の軍人家族授産婦会幼児保育所
などの戦時託児所の開設など, 保育所は農繁期託児
所や工場内託児所などの働く親のためや慈善的な流
れをくむ ｢託児所｣ に源流をもつ６)｡
これらの託児施設の出現を受け, 内務省は明治41
(1908) 年に婦人労働力確保の観点から保育事業を
｢感化救済事業｣ と位置づけ, 少額ながら補助金を
出すようになるなど, 託児所は内務省管轄となる｡
その後, 昭和13 (1938) 年に ｢社会事業法｣ が成
立し, 第１条により ｢託児所｣ が児童保護事業とし
て認められ, 同年の厚生省設置法により託児所の所
管が内務省から厚生省に移ると, 幼稚園は文部省,
託児所は厚生省の管轄下となる二元制度が敷かれる
ことになる｡ これらの流れの中で, 託児所・内務省
関係者は昭和５ (1930) 年に第２回全国児童保護
事業大会を開催し, ｢託児所令｣ の制定に決起する
が, 昭和10 (1935) 年の第８回社会事業大会では
｢保育所令｣ の要綱をまとめ厚生大臣にあてて建議
する７)など, 次第に託児所・内務省関係者の中でも
｢託児 (所)｣ ではなく ｢保育 (所)｣ という用語を
使うようになる｡
上記の幼保二元化制度の原型が作られたのは, 大
正15 (1926) 年の ｢幼稚園令｣ の公布の頃に生じ
た, 文部省と厚生省の省庁間闘争が背景にある｡ こ
の幼稚園令は幼稚園を文部省が法的に規定したもの
であるが, その内容は幼稚園に入園できるのは原則
３歳以上の幼児としながらも３歳未満の幼児も入園
可とすること, また４時間程度の半日保育だけでな
く必要に応じて保育時間を朝より夕刻に及ぶも可と
すること, 幼稚園を貧窮地域や農村などの社会的に
厳しい地域に設立することを推奨するという, 幼稚
園の保育所化であった８)｡ この幼稚園令は, 当時幼
稚園教育や文部省との関わりが深かった倉橋惣三も,
幼稚園を社会的に切実な地域に設けて社会事業の役
割を担うべき９)と支持し, また当時の文部省監学官
森岡常蔵も, 託児所は労働者夫婦の労働を保障する
ための託児ではなく, 労働者・貧民階級の子弟に託
児にプラスして教育を行うべきと支持するなど, 幼
稚園令に託児所機能を内包させる幼児保育施設の構
想が法令の内容に反映されていた｡ しかし, 文部省
内では幼稚園を義務教育にすることは国家や市町村
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の財政事情でも認められないとしていたが, 大正12
(1923) 年の関東大震災を契機として内務省が児童
保護の観点から託児所の普及と補助金の支出を行な
う状況の中, 幼児を収容する施設をすべて文部省の
所管とすることを形式的にも周知させておくものと
して幼稚園令に託児所の社会的機能を付与する文章
を加えたこと, 当時幼児保育施設に関する国の規定
は小学校令の一隅に幼稚園に関するものがあったの
みで託児所に関するものはなかったので, 文部省が
幼稚園令の中に形式的に託児所機能を盛り込んだ10)
という背景が指摘されている｡ この幼稚園令は田
澤11)によると, 文部省普通学務課長関屋龍吉が ｢今
回の改正は大したことはありません｣ と述べたよう
に, 幼稚園令は文部省側にとっては予算措置を伴わ
ない, 意味のないものであった｡
同時にこの幼稚園令は公布直後に保育関係者から
保育界の実情に即しないとの非難が生まれ, また大
正15 (1926) 年の第１回全国児童保護事業大会で,
内務省関係者は費用の高くつく幼稚園では託児を行
い難く, 幼稚園とは別に託児所準則を作って簡単な
託児所を普及させていきたいという見解が示される
など, 託児所関係者の中でも反発の雰囲気があっ
た12)｡ ただ託児所側でも東京府社会事業協会の岡弘
毅は, ３歳以上の幼児が家庭の貧富の違いに関係な
く等しく同一の保育機関で保育されることを積極的
に支持し, 第２回全国児童保護事業大会での託児所
令制定要綱で主張した｡ しかし, 乳幼児のための保
育事業は社会事業的なものと教育事業的なものとに
二分し, 社会事業としての保育所は幼児の教育だけ
でなく家庭生活を助けることを使命とすべきという
意見が社会事業家の中で多数を占め, 幼保一元化の
意見はかき消された13)｡ この対立の背景には, 文部
省はこの幼稚園令により幼稚園保母には幼稚園保母
資格を認めたが託児所保母には幼稚園保母資格を認
めなかったこと, 一方内務省は託児所として託児事
業を営むものに補助金を交付したが, 幼稚園令に基
づき幼稚園となり託児機能を営んだものには補助金
を交付しなかったこと, 文部省は幼稚園に対する補
助金を持っていなかったことなどが要因となり, 文
部省と内務省・託児所関係者に亀裂を生じさせた｡
また文部省側でも, 昭和12 (1937) 年に総理大
臣の諮問機関として設けられた教育審議会で幼稚園
と託児所の関係についての就学前教育が審議された｡
この審議会ではかつて幼稚園令の制定時に託児所を
幼稚園に吸収し, 両者の教育的平等性を確立しよう
と尽力した森岡常蔵も委員となり, 幼保一元化を推
進しようとした｡ この審議過程で各委員は, 託児所
が単に子どもを預かるだけで幼稚園のように教育的
配慮がされていないことに対する批判や, 一元化す
る際に文部省が中心となり推進・研究すべきという
意見, 一方託児所には設置基準がなく, 国や地方公
共団体から託児所に補助金が出ることで, 設置運営
上, 教育的機能が不十分な託児所が広がる懸念があ
ることから, 幼稚園と託児所の一元化は困難である
との意見が出された｡ これに対し文部省関係者は,
幼保一元化は容易ではないこと, 教育審議会は文部
省の業務に関することを答申すべきで他省の業務に
重大な影響を及ぼすことに言及するのは望ましくな
いとの見解を示し, 将来これを一元化するという考
えを了承したのみで, 昭和13 (1938) 年の ｢幼稚
園に関する要綱｣ の答申文にも幼保一元化は盛り込
まれずに終わった14)｡ その後, 文部省が厚生省との
間に幼保一元化を調整したかは明らかになっていな
いが, 昭和17 (1942) 年に文部省が刊行した ｢幼
児保育に関する諸問題｣ では, ｢本来 『保育』 と言
う言葉は幼稚園教育のことを意味するものとして明
治以来通用していたのであるが, 託児所側が 『託児』
と言う名称を嫌って 『保育所』 と呼び, かつ昼間託
児事業を保育事業と呼ぶように厚生省に要求し, 厚
生省が文部省に無断でかかる名称を許容すると共に,
自らも用いていることは, 託児所の幼稚園化と言う
事実を物語る一事である｣15)とあることから, 当時
の省庁間の対立状況の悪化が推察できる｡
３. 戦後の幼稚園・保育所の制度化と保育
１) 幼稚園・保育所の二元化行政の成立
戦前の保育現場は幼稚園や保育所の法制化に腐心
し, 保育現場を所管する文部省や厚生省は制度的権
限と補助金の掌握で省庁間闘争をしていた｡ 特にわ
が国全体の教育行政を担うが幼稚園への助成権限を
持たない文部省と, 保育所の制度化は進まないが貧
窮家庭対策としての社会事業の助成権限を持つ厚生
省が対立し, 文部省側は文部省内に一元化案を, 厚
生省側は文部・厚生両省での二元化案を主張してい
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た｡ この構図は, 戦後の幼稚園・保育所の制度化に
おいても続いた｡
戦後, 文部省において民主主義に基づく新しい教
育制度が構築され, 幼稚園もその位置づけが議論さ
れていく｡ 文部省内で小・中学校の義務教育制度を
議論している際, 教育刷新委員会の委員となった文
部省側の倉橋惣三は, 就学前１～２年保育の幼稚園
の学校制度体系への編入と幼稚園への一元化案, 就
学前１年間の義務制と, 満４歳未満児の厚生省によ
る厚生施設 (保育所) での所管の考えを示し厚生省
に打診したが, 一方の厚生省児童局嘱託の副島ハマ
は ｢幼稚園と保育所の行政を厚生省に一本化｣ とい
う保育所への一元化案を主張し, 両者一歩も引かず,
昭和22 (1947) 年の学校教育法と児童福祉法の制
定による両省痛み分けの結果としての幼保二元化制
度が成立する16)｡ この昭和22年３月31日に公布され
た学校教育法で, 幼稚園は小学校・中学校・高校な
どの学校教育の一つと規定され, 第77条には, ｢幼
稚園教育は, 幼児を保育し, 適当な環境を与えてそ
の心身の発達を助長することを目的する｣ と ｢保育｣
という語が掲載される｡ 一方, 昭和22年12月12日
に公布された児童福祉法第39条には, ｢保育所は,
日々保護者の委託を受けて, その乳児又は幼児を保
育することを目的とする施設とする｣ と規定され,
ここでも ｢保育｣ という語が使われる｡ この文部・
厚生両省による二元化行政のもと, その後の幼児教
育の課題は幼保一元化と５歳児義務化の２つに集約
され, どちらの省がその権限を持つのかが水面下で
争われていく｡ これらの争いは15年以上続き, 最終
的には昭和38 (1963) 年の文部省初等中等教育局
長, 厚生省児童局長名による ｢幼稚園と保育所との
関係について｣ の共同通知の発表により, 完全なる
幼保二元化行政の継続路線が示されるのである｡ こ
の通知は, ｢１幼稚園は幼児に対し, 学校教育を施
すことを目的とし, 保育所は 『保育に欠ける児童』
の保育 (この場合幼児の保育については, 教育に関
する事項を含み保育と分離することはできない) を
行なうことをその目的とするもので, 両者は明らか
に機能を異にするものである｡ (略) ３保育所のも
つ機能のうち, (幼稚園該当年齢の幼児の) 教育に
関するものは, 幼稚園教育要領に準ずることが望ま
しいこと｡ (略) ５保育所に入所すべき児童の決定
にあたっては, 今後いっそう厳正にこれを行なうよ
うにするとともに保育所に入所している 『保育に欠
ける幼児』 以外の幼児については, 将来幼稚園の普
及に応じて幼稚園に入園するよう措置すること｣ と
したが, この共同通知の動機は, 農村部などの幼稚
園のない地域における保育所の幼稚園化に対する保
育所への８割の国庫負担の不必要論と, 保育所と同
じ働きをする幼稚園に国の補助をすべきという幼稚
園側の要望に起因する, 両省庁による幼保の機能の
違いを明確化したものであった｡ この厚生省の見解
は, 当時の厚生省児童局長黒木利克が ｢今後, 幼児
教育が国家の義務となってきて, 五歳児から義務教
育になるといった場合, 幼稚園の方は非常に影響を
受けるが, 保育所は保育と教育と一体だから, 厳然
と存在できるのだという確信があったため, 将来動
揺しないように, 保育所を守るという意味もあって
あえて通知の中に保育として, ( ) として教育を
含むとして, 保育と教育は一体となって切り離せな
いとわざわざ注記した｡ 厚生省の立場でいえば, 保
育所は幼稚園の代用はできる, 大は小を兼ねると,
しかし小は大を兼ねられない｡ 幼稚園は幼児教育の
機能しかないので, 保育所の働きはできないのだと
いう結論になる｡ 私は保育所が保育所本来の機能を
発揮していけば時代にも即応できるし, 決して心配
はいらないと思う｣17)と述べているように, 厚生省
が幼保一元化議論の中で優位に立つために保育の概
念を ｢教育を含む｣ と表記したことがうかがえる｡
この共同通知により, 幼稚園と保育所は保育内容の
共通化を図りつつも両者の機能の違いを決定づける
結果となり, 続く昭和39 (1964) 年の幼稚園教育
要領の改訂, 昭和40 (1965) 年の保育所保育指針
通達へと展開し, 決別の道をたどる｡ それは平成10
(1998) 年の教育要領と平成11 (1999) 年の保育指
針の改訂まで約30年以上続き, 平成18年の認定こ
ども園法, 平成25年の子ども・子育て支援法による
幼保連携型認定こども園の促進によるゆるやかな幼
保一体化の方向性が示されるまで, 長年に渡る省庁
間の対立構造が幼稚園と保育所を独自の路線で進め
ることを方向づけたのである｡
２) 保育所の制度化と ｢保育｣
戦後, 保育所は児童福祉法の制定により, 児童福
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祉施設の一つとして位置づけられる｡ 昭和22
(1947) 年に公布された児童福祉法には ｢保育所は,
日々保護者の委託を受けて, その乳児又は幼児を保
育することを目的とする施設とする｣ (第39条) と
規定され, 第24条に ｢市町村長は, 保護者の就労又
は疾病等の事由により, その監護すべき乳児又は幼
児の保育に欠けるところがあると認めるときは, そ
の乳児又は幼児を保育所に入所させて保育しなけれ
ばならない｣ とも示されていたが, 第39条が保護者
の委託があればどのような家庭でも保育所保育を受
けられるというようにも解釈できる文面であったた
め, これ以降, 保育所に預けることのできる家庭・
児童とはどのようなものかが議論されていく｡ この
流れを受け, 昭和26 (1951) 年の児童福祉法第５
次改正で第39条には ｢保育所は日々保護者の委託を
受けて, 保育に欠ける乳幼児を保育できる｣ と ｢保
育に欠ける児童を保育できる｣ の２つの文言が追加
され, これにより保育所における ｢保育｣ の概念は
以下の２つの意味を内包する言葉になる｡
１つは, 保育所の保育には ｢児童の保育｣ も含ま
れたことである｡ 保育所が児童福祉法に規定された
ことにより, 18歳未満の児童を対象とする児童福祉
施設に位置づけられ, 保育所において小学校の児童
を保育することが認められるようになる｡ この ｢保
育に欠ける児童｣ とは, 小学校低学年の児童のうち
｢母親や家族に面倒をみてもらうこともできず, 未
だ学習をする習慣もなく, 淋しいままに盛り場をぶ
らついたり, 友達から良くない遊びを教えられたり
する恐れ｣ のあるような環境にある子ども18)とされ,
保育所における学童の指導は, 朝, 家庭からまず保
育所に来て, 始業時間前に保母に指導されながら登
校し, 放課後, 保育所に帰ってきて, 昼食や間食,
遊び, 復習の指導を受けること, 劇や音楽, ゲーム,
読書, 研究など学童らしいプログラムをつくり, 乳
幼児のプログラムを妨げないような方法で運用する
とともに, 学校の延長のような学習やレクリエーショ
ンではなく, 家庭の延長の楽しい雰囲気の中で, 子
どもらしい建設的な社会訓練を行なうもの19)として
いる｡ この保育所における児童の保育は, 終戦直後
は浮浪児対策として小学校の開始・終了後に保育所
で過ごすことを想定して法令に文言が追加され, 19
70年代にはカギっ子と呼ばれる児童の健全育成とし
て保育所が活用されるようになる｡ この動きは, 昭
和51 (1976) 年の厚生省による ｢都市児童健全育
成事業実施要綱｣ により児童育成クラブの設置が始
まり, 平成３ (1991) 年の ｢放課後児童対策事業
実施要綱｣ により放課後児童の対策事業として学童
クラブが保育所などでも運営されるようになること
につながっていく｡ それゆえ, 保育所における保育
は, ｢小学校児童のうち親が共働きなどの理由で放
課後鍵っ子となっているものに対し, 放課後夕刻ま
で生活・遊びを指導する営み｣20)という意味が含ま
れることとなる｡
２つは, 昭和26 (1951) 年の児童福祉法の第５
次改正で第39条に ｢保育に欠ける乳幼児｣ と規定し
たことにより, 家庭における養育・教育を含む言葉
として ｢保育｣ が使用されるようになったことであ
る｡ これは厚生省が幼保一元化を拒んだ理由に, 保
育所の意義を ｢母親の就労を軽減するもの｣ として
位置づけ, 保護者支援の意味を強調したことが背景
にある｡ さらに保育所が乳児院や養護施設などの児
童福祉施設の一つとして位置づけられたことにより,
1950～1960年代に児童養護の中で生じたホスピタ
リズム論の問題化の過程で, 養護施設は家庭に代る
べき役割や機能を発揮すべきで, 家庭的処遇が望ま
しいとする養護思想が保育所にも下りてきたこと21)
が関連する｡ つまり保育所は家庭と同じような機能
をもち, 保母は母親のような存在と役割を担い, 家
庭養育できない家庭の子どもをも保育所において家
庭的な雰囲気のもとに養育するという見方が保育所
に根づいたのである｡ これ以降, 保育所では養護や
保育を行うという保育観が定着していく｡
この間, 昭和23 (1948) 年に制定された児童福
祉施設最低基準の第55条では, 保育所における保育
の内容は, 健康状態の観察・個別検査・自由遊び及
び午睡の外, 健康診断を含むものとし, 自由遊びは,
音楽・リズム・絵画・製作・お話・自然観察・社会
観察・集団遊び等を含むものとすると規定された｡
厚生省は昭和25 (1950) 年に文部省の ｢保育要領｣
から決別し, 保育所独自の ｢保育所運営要領｣ を発
刊した｡ これは, 保育所の現実的立場にたった有用
な指導要領を必要視したからであり, 『保育所運営
要領』 を起草した副島ハマは ｢保育所としての独自
の指導書をつくる必要性を感じていた｣22)とし, 保
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育所運営要領を保母養成のテキストとして, また幼
稚園との違いを説明する指導書として作成したこの
保育所運営要領に基づいて実際の保育は運営されて
いく｡ しかし, 文部省が昭和31・39年に ｢幼稚園
教育要領｣ を刊行・改定したことも影響し, 昭和40
(1965) 年に ｢保育所保育指針｣ を厚生省局長通知
文として出す｡ これ以降, この保育所保育指針に基
づいて保育所の保育は行われることになるが, 委員
として策定に関わった岡田正章は ｢保育は養護と教
育が一体となった言葉｣ として説明し, 保育所で禁
句であった ｢教育｣ という言葉が示されるようにな
る｡ この ｢養護と教育が一体となった｣ という表現
は, 平成２・11・20年の保育指針改定にも継続し
て盛り込まれ, 幼稚園教育とは異なる保育所保育の
特徴として挙げられるようになる｡ さらに平成２
(1990) 年の保育指針には ｢家庭養育の補完｣ とい
う言葉が出され, 保育に欠ける家庭を保育所保育が
補って完全にするという考えが示される｡ これは平
成11 (1999) 年の保育指針でも引き継がれ, 平成20
(2008) 年の保育指針において ｢保育所は家庭と協
力して｣ という表現に変更されるまで20年近く, 保
育所の役割として示されることになる｡
３) 幼稚園の制度化と ｢保育｣
戦後, 幼稚園は学校教育法により学校の一つとし
て位置付けられる｡ 昭和22 (1947) 年の学校教育
法第22条に ｢幼稚園は幼児を保育し｣ と示され, そ
の後, 文部省は昭和23 (1948) 年に ｢保育要領｣
を刊行する｡ この保育要領は幼保一元化を支持する
倉橋惣三が中心となり, 幼稚園関係者と保育所関係
者を集めて一緒に集団保育の参考書となるように作
成したものであった｡ しかし, 昭和25 (1950) 年
に厚生省が ｢保育所運営指針｣ を作成し, 保育所独
自の運営指針に基づいて保育所保育を指導し始めた
こと, 文部省内で小学校の学習指導要領が作成され,
幼稚園でも幼稚園独自のガイドラインを作成する必
要性が出されたことから, 昭和31 (1956) 年に
｢幼稚園教育要領｣ を刊行し, 幼保一元化の方針は
消滅する｡ 文部省ではこの幼稚園教育要領以降, 本
文中に ｢保育｣ という語は使わず, その代わりに
｢幼稚園教育｣ という言葉を使用するようになる｡
この傾向は, 昭和39年, 平成元年・平成10年の教
育要領でも続き, ｢幼稚園教育｣ ｢教師｣ という言葉
が定着化していく｡ その原因は, ｢保育｣ という語
を厚生省・保育所側が ｢保育に欠ける｣ という家庭
教育や育児・子育てを含む概念として使用したこと
や, 幼稚園が学校教育法に位置づけられ, 小学校教
育とのつながりが意識されていた関係から ｢小学校
教育｣ との対比で ｢幼稚園教育｣ という言葉が使わ
れていったと思われる｡ また, ｢養護｣ という語は,
山内が指摘するように, 告示化された昭和39
(1964) 年の教育要領の第１章総則に ｢幼児に必要
な養護や世話を行なうとともに, 自主的, 自発的な
活動を促し, 自立の態度を養うようにすること｣23)
と出てくるのみで, 昭和31年, 平成元・10・20年
の教育要領には ｢養護｣ という概念は一切見当たら
ない｡ この昭和39年の教育要領に ｢養護｣ という語
が掲載されたのは, 昭和38 (1963) 年の ｢幼稚園
と保育所の関係について｣ で文部・厚生両省がお互
いの違いを明確化しつつも, 保育内容については３
歳以上の保育所保育は幼稚園教育要領に準じること
が望ましいとしたことへの保育所側への配慮であっ
たようにも考えられるが, それ以降, 幼稚園におい
ては ｢養護｣ という語は姿を消す｡
４. 現在の集団保育における ｢保育｣ の概念
以上のように, 戦後, 幼稚園においては ｢保育｣
という語は使わずに ｢幼稚園教育｣ ｢教育｣ という
語を同義語として使用する一方, 保育所においては
｢保育｣ という語を使い, ｢乳幼児の保育｣ ｢児童の
保育｣ ｢家庭保育｣ の３つの意味を含むものとして
使用し, 現在に至っている｡ このように幼稚園・保
育所は各々置かれている法的立場により異なる対応
をしているが, 幼稚園・保育所・認定こども園に共
通する ｢(乳) 幼児の保育｣ とは何を意味している
のかを, 以下分析する｡
｢保育｣ の根本的概念化は, 中村五六にさかのぼ
る ｢保護養育の略｣ とされる｡ これは, 幼児の教育
法は, 保母や母親が子どもを保護すると同時に養育
する側面をもつものとし, 保護の ｢保｣ と養育の
｢育｣ を合わせたものが ｢保育｣ とするものである｡
この考えは, 戦前戦後の幼児教育者である倉橋惣三
から坂元彦太郎, 山下俊郎に引き継がれていく｡ 戦
後の教育制度確立時に文部省職員として学校教育法
－46－
小山優子：幼稚園・保育所・認定こども園における保育内容の捉え方－養護・教育・保育の概念の史的変遷から－
の制定に奔走し, 倉橋惣三の影響を受けて戦後の文
部省や幼稚園教育で活躍した坂元彦太郎は, 保育を
｢保護育成｣ ｢保護教育｣ の略として説明している24)｡
これは, ｢まだ幼少である子どもたちをおとなが保
護や世話をするとともに, 子どもたちの中にあるも
のを育成し, 教育して, 両面が一体的に行われるこ
とが幼児の教育の特質である｣ としたことから, 保
護の ｢保｣ と教育の ｢育｣ が合わせたものが ｢保育｣
であるとしたのである｡ この ｢保護｣ という語は,
戦後, 児童福祉分野の見解から ｢養護｣ という概念
として言い換えられ, 保育は養護と教育が一体化し
たものという意味として捉えられるようになる｡ こ
の説明は戦後の幼児教育の中で定着し, 保育の用語
辞典では ｢保育｣ の英訳をearly childhood care
and educationとし, 保育所保育の児童を保育する
ものという概念を除くと, 保育は ｢乳児・幼児に対
する教育で, 幼児教育と同義語｣ と ｢乳児・幼児に
対して, 生存上必要とする衣食住の世話と心理的欲
求の充足を図る養護と心身の発達を助長する教育と
が一体となって働く営み｣25)という定義が一般化し
ていくのである｡ この保育の定義は前者の ｢幼児教
育と同義語｣ という幼稚園教育を表わす意味と後者
の ｢養護と教育が一体化｣ という保育所保育を表わ
す意味が本質的な違いか相対的な違いかで論争され
てきたが, 本質的なものとする意見では ｢幼稚園と
保育所との子どもに対する働きかけは基本的に異な
る｣ とするものであり, 相対的なものとする意見で
は ｢養護的な営みが長時間の保育を行う場合, 短時
間の保育の場合より量的に多いということの違いで
あって, 保育の特質において両者は共通である｣ と
するものであった｡ これらの幼保の対立は, 昭和48
(1973) 年に牛島義友が ｢養護と教育｣ と題し, 幼
稚園と保育所の子どもに対する働きかけがどのくら
いの相違があるのか, 東京都港区の幼稚園と保育所
でタイムスタディ式に調査した結果26)があるが,
｢幼稚園と保育所の間の保育行動にほとんど差はな
く, 教育的機能とみなされる部分はむしろ保育所の
方に多くなっていた｣ こと, ｢保育所では教育的機
能が少なく, 子どもを託児しているだけであるとい
う偏見は間違っており, 家庭保育に欠けた子どもに
対して, 長時間の教育と養護を兼ねた保育を行って
いる｣ と結論づけているように, 当時の幼稚園では
教育, 保育所では養護のみを行っているという見解
や幼稚園と保育所の保育は異なるとする戦後の行政・
保育現場の議論の過程が垣間見える｡
５. 現在の ｢幼稚園教育要領｣ ｢保育所保育指針｣
｢認定こども園教育・保育要領｣ の保育内容と
｢保育｣ 概念
１) 保育所保育指針の保育内容
保育所保育指針は昭和40年に刊行された当初から
｢養護と教育とが一体となって, 豊かな人間性をもっ
た子どもを育成するところに, 保育所における保育
の基本的性格がある｣ とされ, 平成20年の保育指針
改定でも同様に説明されるなど, 幼稚園教育とは異
なる保育所保育固有の特徴として引き継がれていく｡
また保育所の保育内容は, 昭和40年では年齢により
区分されており, ０～２歳未満児は領域として ｢生
活・遊び｣, ２歳は ｢健康・社会・遊び｣, ３歳は
｢健康・社会・言語・遊び｣, ４～６歳は幼稚園教育
要領の６領域と呼ばれる ｢健康・社会・言語・自然・
音楽・造形｣ とされた｡ 平成２年・11年の保育指針
では, 保育内容が平成元年の幼稚園教育要領の改訂
に伴い, ６領域から５領域の ｢健康・人間関係・環
境・言葉・表現｣ に変更される｡ また, 平成２年で
は年齢区分に, 平成11年では発達過程区分に応じて,
それぞれの子どもの年齢・発達区分別のねらいと内
容を示している｡ このうち, ｢子どもが保育所で安
定した生活を送るために必要な基礎的な事項, すな
わち, 生命の保持及び情緒の安定にかかわる事項｣
は全年齢で示しているが, ３歳以上児は ｢基礎的事
項｣ としてまとめて示す形に変わっている｡
平成20年の現行の保育指針では, 前回までの子ど
もの発達区分別のねらいと内容の表記はなくなり,
幼稚園教育要領との整合性をとった表記となる｡ ま
た ｢養護と教育が一体となった｣ の ｢養護｣ は, 前
回までの ｢基礎的事項｣ の内容が養護として ｢生命
の保持｣ と ｢情緒の安定｣ として説明され, ｢教育｣
は幼稚園と同じ５領域として位置づけられ, 表記方
法も平成20年の幼稚園教育要領とほぼ同じ形・内容
で示された｡ この養護の ｢生命の保持｣ のねらいは,
一人ひとりの子どもが快適で安全に生活できること,
生理的欲求が満たされること, 健康増進が図られる
ことで, 内容は清潔で安全な環境を整えること, 子
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どもの健康や発達状況, 疾病や事故防止などの健康・
保健の増進, 子どもの食事・排泄・睡眠・衣服の着
脱・身の回りの清潔などの基本的生活習慣を身につ
けるように援助することなどが挙げられている｡
｢情緒の安定｣ のねらいは, 一人ひとりの子どもが,
安心し安定感を持って過ごし, 自己肯定感を持つこ
と, 心身の疲れが癒されるようにし, 内容は子ども
の気持ちを受容し, 保育士等との信頼関係を築くこ
と, 生活リズムや発達過程, 保育時間に考慮した食
事や休息がとれるようにすることである｡
２) 幼稚園教育要領の保育内容
幼稚園教育要領は, 昭和31年に刊行されるが, 学
校教育法第77・78条の目的と目標を達成するため
に, 幼稚園教育の内容を ｢健康・社会・自然, 言語,
音楽リズム・絵画製作｣ の６領域に分類し, それぞ
れの領域に ｢幼児の発達上の特質｣ と ｢望ましい経
験｣ が示された｡ 昭和39年告示の幼稚園教育要領は,
基本的方向性は前回と同じであるが, ｢内容｣ とし
て６領域に示す事項は幼稚園修了までに幼児に指導
することが望ましい ｢ねらい｣ として示された｡ 現
在の原型となる平成元年告示の幼稚園教育要領は,
６領域を ｢健康・人間関係・環境・言葉・表現｣ の
５領域に変更し, 各領域の観点とねらい, 内容を凝
縮して提示している｡ これらは平成10・20年の改
定でも変わらず同じ形で表記されている｡
これらの幼稚園教育要領の改訂において, 保育所
保育指針の基礎的事項や養護に関する記述は, 昭和
31・39年の教育要領では ｢生命の保持｣ に関する
ことが領域 ｢健康｣ の中で示された｡ 続いて平成元・
10・20年の教育要領では, ｢生命の保持｣ に関する
ことは領域 ｢健康｣ の中で ｢身の回りの清潔, 衣服
の着脱, 食事, 排泄などの生活に必要な活動を自分
でする｣ ｢危険な場所, 危険な遊び方, 災害時など
の行動の仕方が分かり, 安全に気を付けて行動する｣
とされ, ｢情緒の安定｣ は第１章総則の幼稚園教育
の基本の中で, ｢教師は幼児との信頼関係を十分に
築き｣ ｢幼児は安定した情緒の下で自己を十分に発
揮する｣, 領域 ｢人間関係｣ の中で, ｢身近な人と親
しみ, かかわりを深め, 愛情や信頼感をもつ｣ ｢教
師との信頼関係に支えられて自分自身の生活を確立
していくことが人とかかわる基盤となることを考慮
する｣ とされた｡ つまり, 養護という言葉は使わな
いが, 保育所の養護と同じ内容が, 幼稚園教育要領
の中に基盤や領域として記載されている｡
３) 幼保連携型認定こども園教育・保育要領の保育
内容
認定こども園は, 平成18年３月に ｢就学前の子ど
もに関する教育, 保育等の総合的な提供の推進に関
する法律｣ が公布され, 認可幼稚園・認可保育所等
が就学前の子どもに幼児教育・保育を提供する機能
と地域における子育て支援を行う機能を備えかつ認
定基準を満たす施設は, 都道府県知事から ｢認定こ
ども園｣ の認定を受けることができる制度である｡
認定こども園には幼保連携型, 幼稚園型, 保育所型,
地方裁量型の４つのタイプがあるが, 平成24年に子
ども・子育て関連三法が公布され, 平成18年の法律
が大幅に見直され, ｢幼保連携型認定こども園｣ を
単一の施設として認可・指導等を一本化したうえで,
学校及び児童福祉施設としての法的な位置づけを持
たせ, 平成26年４月に ｢幼保連携型認定こども園教
育・保育要領｣ が告示化された｡
この要領の特徴は, 幼稚園教育要領の章立てを基
本に, 保育所保育指針固有の内容を追加して入れ込
む形で構成されている｡ 第１章総則では, 第１教育
及び保育の基本で, ｢保育教諭等は, 園児との信頼
関係を十分に築き｣ ｢乳幼児期においては生命の保
持が図られ安定した情緒の下で自己を十分に発揮す
る｣, 第２章ねらい及び内容の箇所など, 幼稚園教
育要領と同じ文面が掲載されている｡ その中で, 第
１章総則の第３特に配慮すべき事項で, ｢養護の行
き届いた環境の下生命の保持や情緒の安定を図るた
め, 次の事項に留意すること｣ として, 保育所保育
指針の第３章 ｢養護｣ に関するねらいと内容の生命
の保持と情緒の安定の項目や, 第５章健康及び安全
に関する事項が集約して記載されている｡
４) 幼稚園・保育所・認定こども園の ｢保育｣ の概
念化
幼稚園・保育所・認定こども園の保育内容の捉え
方を挙げたが, これらの保育の捉え方を以下, まと
めてみることとする｡
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保育所は０歳から小学校就学前の乳幼児を８時間
以上保育する場であり, 幼稚園は満３歳から小学校
就学前の幼児を４時間程度保育する場であるが, 近
年の保護者にニーズにより, 幼稚園では希望者のみ
教育課程の終了後等に行なう活動としての ｢預かり
保育｣ を行っている｡ 幼保連携型認定こども園は,
０歳から小学校就学前の乳幼児を保育する場で８時
間以上保育する場であるが, 利用者のニーズにより
その利用方法が異なるという特徴がある｡ 具体的に
は, ３歳以上児で保育の必要性がない家庭は１号認
定で４時間の教育標準時間, ３歳以上児で保護者の
パートタイム・フルタイム勤務のために保育の必要
性がある家庭は２号認定で保育短時間 (８時間) ま
たは保育標準時間 (11時間), ３歳未満児で保育の
必要性がある家庭は３号認定で保育短時間または保
育標準時間という利用状況があり, ３歳以上児は幼
稚園と同じ４時間保育の子どもと, 保育所と同じ８
時間以上の保育の子どもが混在する形態をとる｡
これらの子どもの対象年齢と保育時間を考慮した
上での３つの保育施設における ｢保育｣ を概念化し
たものが図１である｡ 保育所は, ８時間以上の保育
時間の中で養護と教育が一体化したもの, そのうち,
養護は生命の保持と情緒の安定を含み, 教育は幼稚
園と同じ５領域の力を伸ばすものである｡ 幼稚園は,
４時間の教育課程にかかる教育時間の中で, 教師は
幼児との信頼関係を築きつつ健康・安全などの配慮
事項を幼稚園教育の基盤としながら, 教育の５領域
の力を伸ばしていくものである｡ 幼保連携型認定こ
ども園は, ３歳未満児は保育所と同じモデル, ３歳
以上児で教育標準時間は幼稚園と同じモデル, ３歳
以上児で保育短時間・保育標準時間は幼保連携型認
定こども園 (長時間) モデルと考えるのが妥当では
ないかと考え, 図式化した｡
これらのことから, 幼稚園・保育所・認定こども
園のどれにおいても, ｢養護｣ という語を使うかど
うかは別にして, 養護的内容は含まれている｡ その
意味では, ｢保育｣ は明治以降 ｢保護教育の略｣ と
して説明され, ｢対象が幼児である場合, 児童以上
の人間を対象とするものと異なり, 同じ教育といっ
ても, 相手が幼くて, ひよわであるから, いたわり,
面倒をみてやり, 保護しながら行なわなければなら
ないという特性をもつものであり, このことを表記
上も明らかにできるよう保育という言葉が用いられ
た｣27)ように, 乳幼児期の教育が ｢養護 (ケア)｣ と
いう子どもを守り, 保育者の世話や援助をする必要
があるという特徴を内包する言葉である｡ 一方で,
いくら乳幼児だといっても, 保育者がいつまでも子
どもを守り援助していくのみでは子どもが自立しな
いため, 子どもの発達に合わせて保育者のケアを減
らしていき, 子どもの持てる力を伸ばし５領域の力
を育てる ｢教育｣ の割合を増やすことが望ましい｡
このように考えると, 幼稚園や保育所における ｢保
育｣ の差は相対的なものとして捉える方が現実的で
あり, 幼稚園・保育所の違いで養護や教育を行うと
捉えるのではなく, 子どもの発達に合わせて養護と
教育の比重が違ってくるため, 図２のような概念と
して捉えるのが妥当ではないかと思われる｡
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図１ 幼稚園・保育所・幼保連携型認定こども園での養護と教育の捉え方
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６. おわりに
明治以降の幼稚園・保育所の保育の概念と保育内
容について, 歴史的な変遷を追ってその捉え方を検
討した｡ 戦前・戦後を通して幼稚園と保育所は, 文
部省・厚生省の主導権争いに知らず知らずに翻弄さ
れてきたこと, ｢保育｣ の概念も制度的な位置づけ
の変更により変質してきた過程が明らかとなった｡
しかし, 幼稚園と保育所は対象となる乳幼児や保育
時間の長短が異なっていても, 乳幼児の心身の発達
を助長し, 養護に基づき教育の５領域の力を伸ばし
ていくという保育の目的や目標は同じであるという
視点に立ち, 幼保の違いではなく子どもの発達に応
じた養護や教育の捉え方をする必要があるのではな
いかと思われる｡ また預かり保育のある幼稚園や,
幼保連携型認定こども園では, 短時・長時と保育時
間の異なる３歳以上児をどのように保育していくの
か, また保育所における３歳以上児保育や, 認定こ
ども園における３歳未満児保育をどう考えるのかな
ど, それぞれの保育内容のモデル化を今後検討する
余地があると思われる｡ さらに, 保護者の就労など
の保護者のための保育ではなく, 子どもが集団保育
の中でその力を十分発揮し, 様々な力を身につける
ような保育のあり方を保育士・幼稚園教諭・保育教
諭が実践するための ｢保育｣ を考えることが大切で
あると思われる｡
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